
議案第２４号

令和４年度身延町の簡易水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６９２，８２７千円と定める。

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

（地方債）

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還

の方法は、「第２表　地方債」による。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書きの規定により、歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次

のとおり定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一

款内でこれらの経費の各項の間の流用

令和４年　３月　３日　　提出
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令和４年度身延町簡易水道事業特別会計予算

身 延 町 長 望 月 幹 也



　歳　入 (単位：千円）

1. 水道事業収入 198,496

1. 事業収入 198,496

2. 分担金及び負担金 1,321

1. 負担金 1,321

3. 使用料及び手数料 17

1. 手数料 17

4. 国庫支出金 74,767

1. 国庫補助金 74,767

5. 繰入金 299,424

1. 一般会計繰入金 299,424

6. 繰越金 100

1. 繰越金 100

7. 諸収入 2

1. 雑入 2

8. 町債 118,700

1. 町債 118,700

692,827 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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　　金　　　　　額　　

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算

款 項



　歳　出 （単位：千円）

1. 水道維持費 195,735

1. 簡易水道管理費 195,735

2. 水道事業費 230,001

1. 簡易水道総務費 22,829

2. 簡易水道建設費 207,172

3. 公債費 266,991

1. 簡易水道公債費 266,991

4. 予備費 100

1. 予備費 100

692,827
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金　　　　　額款 項

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 



第 ２ 表 地 　　  方　　   債   

(単位：千円）

起債の目的 起債の方法 利 　　　 率

簡易水道事業債 63,500 証書借入

過疎対策事業債 55,200 同　　上 同　　　上

計 118,700
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限度額 償還の方法

年４．０％以内（ただし、利率
見直し方式で借入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを行
なった後においては、当該見直
し後の利率）

政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合
にはその債権者と協定するもの
による。ただし、町財政の都合
により据置期間及び償還期限を
短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えをすることができ
る。

同　　　上



１.　総　　括

（歳　入）

1 水道事業収入 198,496 28.7 196,624 26.4 1,872 1.0

2 分担金及び負担金 1,321 0.2 56 0.0 1,265 2,258.9

3 使用料及び手数料 17 0.0 17 0.0 0 0.0

4 国庫支出金 74,767 10.8 87,734 11.8 △12,967 △ 14.8

5 繰入金 299,424 43.2 309,153 41.5 △9,729 △ 3.1

6 繰越金 100 0.0 100 0.0 0 0.0

7 諸収入 2 0.0 2 0.0 0 0.0

8 町債 118,700 17.1 151,300 20.3 △32,600 △ 21.5

692,827 100.0 744,986 100.0 △52,159 △ 7.0
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増 減 率 ％本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額構 成 比 ％ 比　較　増　減構 成 比 ％款

（単位：千円）

　　 歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計  

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書



（歳　出） （単位：千円）

1 水道維持費 195,735 28.3 207,394 27.9 △ 11,659 △5.6 8,300 1,338 186,097

2 水道事業費 230,001 33.2 268,984 36.1 △ 38,983 △14.5 74,767 110,400 44,834

3 公債費 266,991 38.5 268,508 36.0 △ 1,517 △0.6 254,490 12,501

4 予備費 100 0.0 100 0.0 0 0.0 100

692,827 100.0 744,986 100.0 △ 52,159 △7.0 74,767 118,700 300,762 198,598
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本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

款 比 較 増 減 特　　定　　財　　源
一般財源

国県支出金

増減率
（％）

歳　　出　　合　　計

地方債 その他

構成比 構成比



2.  歳　入
(款)  1.水道事業収入 (項)  1.事業収入 （単位：千円）

 1 簡易水道水道使用料 198,496 196,624 1,872  1 現年度分 198,000 現年度分  

 2 過年度分 496 過年度分  

198,496 196,624 1,872

(款)  2.分担金及び負担金 (項)  1.負担金

 1 簡易水道負担金 1,321 56 1,265  1 加入者負担金 1,321 加入者負担金 1,320

受託工事負担金 1  

1,321 56 1,265

(款)  3.使用料及び手数料 (項)  1.手数料

 1 簡易水道手数料 17 17 0  1 加入手数料 5 加入手数料

 2 給水装置工事事業 10 給水装置工事事業者指定手数料  

者指定手数料

 3 開栓手数料 2 開栓手数料  

17 17 0

(款)  4.国庫支出金 (項)  1.国庫補助金

 1 簡易水道国庫補助金 74,767 87,734 △12,967  1 国庫補助金 74,767 国庫補助金

74,767 87,734 △12,967

(款)  5.繰入金 (項)  1.一般会計繰入金

 1 簡易水道一般会計繰 299,424 309,153 △9,729  1 水道事業費繰入金 44,934 総務費繰入金 22,929

入金 建設費繰入金 22,005  

 2 公債費繰入金 254,490 公債費繰入金  

299,424 309,153 △9,729

(款)  6.繰越金 (項)  1.繰越金

 1 繰越金 100 100 0  1 繰越金 100 繰越金

100 100 0

 6.繰越金 簡易水道事業特別会計
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計

計

計

計

説　　                  明前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度

計

計



(款)  7.諸収入 (項)  1.雑入 （単位：千円）

 1 雑入 2 2 0  1 消費税還付金 1 消費税還付金  

 2 雑入 1 雑入  

2 2 0

(款)  8.町債 (項)  1.町債

 1 水道事業債 118,700 151,300 △32,600  1 簡易水道事業債 63,500 簡易水道事業債 55,200

簡易水道事業債(公営企業会計適用事業) 8,300  

 2 過疎対策事業債 55,200 過疎対策事業債  

118,700 151,300 △32,600計

計

説　　                  明
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前　年　度 比　較
節

金　　額区　　分
目 本　年　度



3.  歳　出
(款)　 1.水道維持費 (項)　 1.簡易水道管理費 （単位：千円）

 1 簡易水道管 195,735 207,394 △11,659 8,300 1,338 186,097  2 給　料 18,320  1◆簡易水道管理費 195,735  

理費  3 職員手当等 14,913    2.給　料 18,320  

 4 共済費 5,690 　　・一般職給 18,320  

 7 報償費 600    3.職員手当等 14,913  

 8 旅　費 26 　　・扶養手当 558  

10 需用費 71,237 　　・住居手当 336  

11 役務費 6,690 　　・通勤手当 399  

12 委託料 51,376 　　・時間外勤務手当 3,500  

13 使用料及び 2,441 　　・期末勤勉手当（一般職員） 7,250  

賃借料 　　・児童手当 480  

14 工事請負費 6,464 　　・退職手当組合納付金 2,390  

15 原材料費 3,782    4.共済費 5,690  

17 備品購入費 46 　　・職員共済組合負担金 5,690  

18 負担金、補 2,804    7.報償費 600  

助及び交付 　　・報償費 600  

金 　　　・水質検査員  

22 償還金、利 100    8.旅　費 26  

子及び割引 　　・普通旅費 26  

料   10.需用費 71,237  

26 公課費 11,246 　　・消耗品費 7,240  

　　・燃料費 628  

　　・印刷製本費 501  

　　・光熱水費 38,868  

　　・修繕費 24,000  

  11.役務費 6,690  

　　・通信運搬費 5,785  

　　・手数料 777  

　　・その他保険料 128  

  12.委託料 51,376  

　　・調査・研究委託料 2,255  

 1.水道維持費 簡易水道事業特別会計

地方債

節

その他
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区　　分
説　　   明前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳

特　定　財　源
一般財源

目 本 年 度
金   額

国県支出金



（単位：千円）

　　　・漏水調査業務  

　　・分析・検査委託料 21,408  

　　　・水質検査業務  

　　・管理・点検委託料 7,770  

　　　・計装設備保守点検業務  

　　　・浄水施設保守点検業務  

　　　・水道施設点検業務  

　　　・宮之前浄配水場電気工作物保安  

　　　　管理業務  

　　　・小原島水道設備電気工作物保安  

　　　　管理業務  

　　　・減圧弁・水位調整弁等保守点検  

　　　　業務  

　　　・古長谷配水池保守点検業務  

　　　・水道施設ＰＣＢ点検業務委託料  

　　・草刈委託料 1,282  

　　　・水道施設除草業務  

　　・その他業務委託料 18,661  

　　　・水道管路図作成業務  

　　　・水源地取水掘削業務  

　　　・水道検針業務  

　　　・公営企業会計移行業務  

  13.使用料及び賃借料 2,441  

　　・使用料 1,068  

　　・賃借料 1,235  

　　・重機等借上料 138  

  14.工事請負費 6,464  

　　・工事請負費 6,464  

　　　・量水器取替工事  

  15.原材料費 3,782  

区　　分
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地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

国県支出金



　　・原材料費 3,782  

　　　・メーター器、バルブ等補修用原  

　　　　材料  

  17.備品購入費 46  

　　・機械器具費 46  

　　　・残留塩素測定器　1台  

  18.負担金、補助及び交付金 2,804  

　　・研修負担金 30  

　　　・漏水調査等実地研修負担金  

　　・その他の負担金 685  

　　　・三保簡水分担金  

　　・分散処理システム負担金 2,089  

　　　・水道システム負担金  

  22.償還金、利子及び割引料 100  

　　・過年度還付金 100  

　　　・過誤納金還付金  

  26.公課費 11,246  

　　・公課費 11,246  

　　　・消費税  

195,735 207,394 △11,659 8,300 1,338 186,097

(款)　 2.水道事業費 (項)　 1.簡易水道総務費

 1 一般管理費 22,829 31,320 △8,491 22,829  2 給　料 10,790  1◆一般管理費 22,829

 3 職員手当等 8,449    2.給　料 10,790  

 4 共済費 3,470 　　・一般職給 10,790  

10 需用費 120    3.職員手当等 8,449  

　　・管理職手当 480  

　　・扶養手当 540  

　　・通勤手当 159  

　　・時間外勤務手当 1,000  

　　・管理職員特別勤務手当 60  

 2.水道事業費 簡易水道事業特別会計

地方債
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目 本 年 度 前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　   明特　定　財　源

計

一般財源 区　　分 金   額
国県支出金 その他



（単位：千円）

　　・期末勤勉手当（一般職員） 4,340  

　　・児童手当 460  

　　・退職手当組合納付金 1,410  

   4.共済費 3,470  

　　・職員共済組合負担金 3,470  

  10.需用費 120  

　　・消耗品費 20  

　　・修繕費 100  

22,829 31,320 △8,491 22,829

(款)　 2.水道事業費 (項)　 2.簡易水道建設費

 1 簡易水道建 207,172 237,664 △30,492 74,767 110,400 22,005 10 需用費 1,721  1◆簡易水道建設費 207,172

設費 12 委託料 11,506   10.需用費 1,721  

13 使用料及び 1,122 　　・消耗品費 1,401  

賃借料 　　・燃料費 320  

14 工事請負費 192,823   12.委託料 11,506  

　　・設計・測量委託料 11,506  

　　　・機械設備及び電気計装設備等積  

　　　　算業務  

　　　・機械設備及び電気計装設備等工  

　　　　事監理業務  

  13.使用料及び賃借料 1,122  

　　・賃借料 754  

　　・事務機器リース料 368  

  14.工事請負費 192,823  

　　・工事請負費 192,823  

　　　・【中富西部簡水】  

　　　・配水管布設工事  

　　　・導、配水管布設工事  

　　　・配水池場内配管工事  

計

- 90 -

地方債 その他

本 年 度 前 年 度 比較目
金   額

本 年 度 の 財 源 内 訳

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金



　　　・配水池機械設備工事  

　　　・配水池電気計装設備工事  

207,172 237,664 △30,492 74,767 110,400 22,005

(款)　 3.公債費 (項)　 1.簡易水道公債費

 1 元金 233,742 232,310 1,432 221,241 12,501 22 償還金、利 233,742  1◆元金 233,742

子及び割引   22.償還金、利子及び割引料 233,742  

料 　　・長期債元金 233,742  

 2 利子 33,249 36,198 △2,949 33,249 22 償還金、利 33,249  1◆利子 33,249  

子及び割引   22.償還金、利子及び割引料 33,249  

料 　　・長期債利子 33,249  

266,991 268,508 △1,517 254,490 12,501

(款)　 4.予備費 (項)　 1.予備費

 1 予備費 100 100 0 100  1◆予備費 100

  29.予備費 100  

　　・予備費 100  

100 100 0 100

 4.予備費 簡易水道事業特別会計

計

計

計
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目 本 年 度 前 年 度 比較

本 年 度 の 財 源 内 訳 節

説　　   明特　定　財　源
一般財源 区　　分 金   額

国県支出金 地方債 その他



 

給与費明細書 　
  

１ 一 般 職
（１）総 括

区      分 職員数 報  酬 給  料 職員手当 計 共済費 合  計 備  考

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

8

9

△ 1
　　※（　）内は再任用職員数（外書き）

区      分 管理職手当 扶養手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職特勤手当 期末勤勉手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本  年  度 480 1,098 558 4,500 60 11,590

前  年  度 480 1,014 536 4,500 60 13,370

比      較 0 84 22 0 0 △ 1,780

区      分 住居手当 宿日直手当 地域手当 初任給調整手当 退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本  年  度 336 3,800

前  年  度 0 4,240

比      較 336 △ 440

10,085 66,865

職員手当の内訳

比      較 △ 3,470 △ 1,778 △ 5,248 △ 925 △ 6,173

前  年  度 32,580 24,200 56,780
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給与費

本  年  度 29,110 22,422 51,532 9,160 60,692



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

千円 1.給与改定に伴う 千円

  増減分

2.昇給に伴う増加分 千円 職員数 【昇給期】 【職員数】

１月 8人

昇給停止 －

計  8人

3.その他の増減分 千円 ・新陳代謝等の増減分 採用、退職の状況

△ 4,851 退  職 1人

採  用 －

・その他の増減分

724

千円 1.制度改定に伴う 千円 ・期末勤勉手当分 △ 404 期末勤勉手当

  増減分 6月期 2.150

12月期 2.150

計 4.300

2.その他の増減分 千円 ・その他の増減分 △ 1,374
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△ 4,127

職員手当
△ 1,778

△ 404

△ 1,374

給    料
△ 3,470

0

657

区分増減額 増減事由別内訳 説明 備考



（３）給料及び職員手当の状況

      ア 職員一人当たりの給料

行政職 看護・保健職 福祉職 管理栄養士職 単純労務職

303,229

375,854

39.7

301,667

362,130

38.9

      イ 初任給

行  政  職 看護・保健職 福  祉  職 管理栄養士職 単純労務職

(円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円) (円)

高   校   卒 150,600 165,300 147,900 150,600 165,300 147,900

短   大   卒 160,100 200,700 169,800 173,600 160,100 200,700 172,600 177,400

大   学   卒 182,200 209,800 194,700 182,200 212,600 188,400

福  祉  職 管理栄養士職 単純労務職
国      の      制      度

令和3年4月1日
現 在

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

区      分
行  政  職 看護・保健職
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区           分

令和4年4月1日
現 在

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)



ウ 等級別職員数

　※（　）内は再任用職員数（外書き）

等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%) 等級 職員数(人) 構成比(%)

 

1 12.5%

4 50.0%

1 12.5%

 

2 25.0%

8 100.0%

1 11.1%

1 11.1%  

3 33.4%  

1 11.1%

1 11.1%
 

2 22.2%

9 100.0%
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1級 1級 1級 1級 1級

計 計 計 計 計

令和3年4月1日
現　　　   在

6級 6級 6級 6級

3級 3級 3級 3級 3級

2級 2級 2級 2級 2級

4級 4級 4級 4級 4級

6級

5級 5級 5級 5級 5級

計

1級 1級 1級 1級 1級

4級

2級 2級 2級 2級 2級

3級 3級 3級 3級 3級令和4年4月1日
現　　　   在

6級 6級 6級 6級

4級 4級 4級 4級

計 計 計 計

6級

5級 5級 5級 5級 5級

区     分
行     政     職 看  護・保健職 福     祉     職 管理栄養士職 単  純  労  務  職



（等級別の標準的な職務内容）

区     分 ６     級 ５     級 ４     級 ３     級 ２     級 １     級

課 長・局 長 課 長・局 長 副主幹 主 査 主 任 主 事
室長・支所長 室長・支所長
会計管理者 主 幹

主幹保健師 主査保健師 主任保健師 保健師 准看護師
主幹助産師 主査助産師 主任助産師 助産師
主幹看護師 主査看護師 主任看護師 看護師

エ 期末手当・勤勉手当

６月(月分) １２月(月分)

(1.11) (1.11) (2.22)
2.150 2.150 4.30

(1.175) (1.175) (2.35)
2.225 2.225 4.45
(1.11) (1.11) (2.22)
2.150 2.150 4.30

　　※（　）は再任用職員の支給率

　　※本表の支給率については、当初予算編成時点の率を記載

前  年  度

国 の 制 度

区     分
支  給  期  別  支  給  率

支給率計(月分) 備     考

本  年  度

単 純 労 務 職
技能職員 技能職員 技能職員

労務職員 労務職員 労務職員

栄養士
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一 般 行 政 職

看 護 ・ 保 健 職

福 祉 職 主幹保育士 主査保育士 主任保育士 保育士

管 理 栄 養 士 職 主幹管理栄養士 主査管理栄養士 主任管理栄養士 管理栄養士



オ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

(2%～20%加算)

(2%～20%加算)

カ 特殊勤務手当

行 政 職 看護・保健職 福 祉 職 管理栄養士職 単 純 労 務 職

キ その他の手当

区     分

扶養手当

住居手当

通勤手当

 

同       じ
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国の制度との異同 差    異    の    内    容 備　　　　考

同       じ

同       じ

区                 分 全  職  種
代    表    的    な    職    種

給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率(%)(4年4月1日現在)

代表的な特殊勤務手当の名称

国 の 制 度
（支給率等）

25.55625 34.5825 49.590 49.59
定年前早期退職
特 例 措 置

支 給 率 等 25.55625 34.5825 49.590 49.59
定年前早期退職
特 例 措 置

区     分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最 高 限 度
（月分）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備     考



（単位：千円）

令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末
現在高 現在高見込額 起債見込額 元金償還見込額 現在高見込額

118,700 233,742 2,796,312

0

計 3,025,563 2,911,354

0 0

55,200 104,490 611,355

３ 災 害 復 旧 事 業 債 788 0

2,184,957

２ 過 疎 対 策 事 業 債 716,918 660,645

63,500 129,2521 簡 易 水 道 事 業 債 2,307,857 2,250,709
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地 方 債 の 令 和 ２ 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 令 和 ３ 年 度 末
及 び 令 和 ４ 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区        分
令和４年度中増減見込


